
- -4

（参考）

平成１７年度の申請件数は２３３件（前年度比約３％増）であり、１６年度の大幅減少か
ら再び増加へと転じた。

なお、地方裁判所における民事事件第一審通常訴訟の新受件数も、平成１７年度には前年
度比約３％増となっている。

平成１７年度の申請件数を手続別にみると、調停（１６１件）が全体の６９％を占め、仲
裁（４１件、１８％ 、あっせん（３１件、１３％）がこれに続く。）

手続別の構成比には、長期的な傾向変化はみられない。

申請件数の推移
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手続別の申請件数割合の推移（中央＋都道府県）
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仲裁 37 43 54 52 48 57 54 64 67 77 53 37 39 48 41 36 41

調停 187 173 184 177 177 189 188 217 200 198 162 139 139 162 183 156 161
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、 （ ） 、平成１７年度の申請件数を工事種類別にみると 建築 １６７件 が全体の７２％を占め
その他（３４件、１４％ 、土木（３２件、１４％）がこれに続く。）

長期的には、土木及びその他（大半が設備工事）の占める割合が増加する傾向にある。

平成１７年度の申請件数を当事者類型別にみると、個人発注者→請負人（９２件）が全体
の３９％を占め、下請負人→元請負人（５５件、２４％ 、請負人→個人発注者（３７件、）
１６％）がこれに続く。

長期的には、下請負人→元請負人の占める割合が増加する傾向にある。

工事種類別の申請件数割合の推移（中央＋都道府県）
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その他 18 1 1 3 7 6 7 8 17 17 7 4 26 36 43 34 34

土木 18 12 11 14 12 9 16 24 16 18 21 22 21 25 32 32 32

建築 222 225 253 232 238 246 246 279 271 267 221 180 165 194 189 160 167
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当事者類型別の申請件数割合の推移（中央＋都道府県）
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個人発注者→請負人 126 111 109 111 120 137 133 164 144 130 119 107 94 103 122 88 92

法人発注者→請負人 19 15 30 23 25 21 15 8 20 23 16 15 8 25 21 20 19

請負人→個人発注者 60 79 73 59 66 62 70 68 81 78 59 37 42 48 34 42 37

請負人→法人発注者 27 16 36 31 26 21 23 22 23 25 20 13 15 19 12 20 23

下請負人→元請負人 23 15 17 22 17 16 22 43 34 44 31 26 44 60 73 52 55

元請負人→下請負人 2 2 0 1 2 3 5 5 2 1 2 7 6 0 2 4 7

その他 1 0 0 2 1 1 1 1 0 1 2 1 3 0 0 0 0
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平成１７年度の申請件数を紛争類型別にみると、工事瑕疵（８１件）が全体の３５％を占
、 （ 、 ）、 （ 、 ） 。め 工事代金の争い ７１件 ３０％ 下請代金の争い ５５件 ２４％ がこれに続く
長期的には、下請代金の争いの占める割合が増加する傾向にある。

、 （ ）平成１７年度に終了したあっせん・調停手続は１８１件であり そのうち７１件 ３９％
であっせん・調停が成立し、７５件（４１％）では当事者間に合意成立の見込みがないとさ
れて手続が打ち切られた。

紛争類型別の申請件数割合の推移（中央＋都道府県）
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工事瑕疵 131 107 129 120 111 115 88 79 94 113 84 81

工事遅延 8 13 10 4 9 4 2 1 2 5 2 2

工事代金の争い 83 91 94 111 105 73 57 69 74 60 70 71

契約解除 16 30 32 29 24 16 25 18 30 15 15 16

下請代金の争い 15 24 42 35 45 36 31 42 50 65 47 55

その他 8 4 4 5 8 5 3 3 5 6 8 8
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あっせん・調停の紛争処理結果の推移（中央＋都道府県）
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不開始 0 0 2 1 1 1 0 0 0 0 1

打切 104 120 117 93 82 80 65 92 101 93 75

取下 36 39 40 35 31 25 30 45 30 22 34

成立 77 87 83 100 89 84 77 80 76 103 71
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